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事務事業名生活困窮者自立支援事業

18
基本事業： 04生活困窮者の支援 担当部 健康福祉部

基本事業の
成果指標

①支援により生活困窮状態が改善された世帯数（計画期間内累計） 担当課 保護課

担当係 保護２担当

生活困窮者を主とした市民全般 「暮らしの困りごと相談」窓口を設置し、経済的な問題を抱えた者だけで
なく、日常生活や社会生活を送るうえで多様な問題を抱えた者を対象とし
た相談を受付けている。
令和元年7月から家計改善支援事業を開始し、家計を通じて、困窮に至る
原因を突き止め、困窮者が自ら生活改善を図ることで困窮状態を解消して
いくことを目指す。
また、相談内容に応じて、問題を抱えた者が自立して生活出来るように各
種支援施策（自立相談支援、住宅確保給付金）の実施。他課や専門機関等
と連携した包括的な支援を実施。
（支援体制）
主任相談支援員　1人、自立相談支援員（就労支援員を兼務）　2人、
家計改善支援員（常駐）　1人、就労準備支援員（常駐）　を配置。
（相談時間）
市役所開庁時間内

困りごとの解決を図り、自立した生活を支援する。

計画年度 平成27年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画 ○
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

支援プラン作成数

相談者数

32 4063 35 35

110 226 130 140 150

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
13,366 14,927 20,986 28,011計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

7,947 10,434 14,817 21,524
0 0
0 0
0 0

5,419 4,493 6,169 6,487

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

2 1.4 1.4
15,630 11,232 11,733
28,996 26,159 32,719 28,011

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

相談件数は令和5年度110件から令和6年度226件と倍増した。また、相談後のプラン作成件数も令和5年度32件から
令和6年度63件と倍増している。就労準備支援事業のプラン作成件数も令和5年2件から令和6年7件と大きく増加し
ている。引き続ききめ細やかな対応を心掛けていく。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

民生委員児童委員に協力依頼を行っている。相談者からの相談内容に
応じて、関係課とのつなぎを重点的に行っている。
相談件数が増加したため、人員不足が課題である。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は大

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成27年4月に法施行され、当該事業を開始し、必須事業である
「自立相談支援事業」と「住居確保給付金」の支給を開始した。
令和元年7月から「家計改善支援事業」を開始し、令和4年度から
は、「就労準備支援事業」を開始している。

令和元年度より必須事業に加え、任意事業である「家計改善支援
事業」を実施。
令和4年度より「就労準備支援事業」を福岡県と共同実施し、生
活困窮者の日常生活や社会生活上の自立に向けた取り組みを進め
、就労自立を図っている。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


